
（出資勘定・連結）

Ⅰ．連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結の範囲に含めた特定関連会社の数

１社

（２）連結の範囲に含めた特定関連会社

株式会社横浜画像通信テクノステーション

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した関連会社の数

２社

（２）持分法を適用した関連会社

株式会社北陸メディアセンター、株式会社デジタルスキップステーション

（３）投資事業組合の持分法適用に関する取り扱い

テレコム・ベンチャー投資事業組合については、組合の収益・費用を当社の出資持分割合に応じ

て計上しているため、持分法適用から除外しております。

３．連結の範囲に含めた特定関連会社の事業年度等に関する事項

特定の関連会社の決算日は、独立行政法人の決算日と同じであります。連結財務諸表の作成にあた

っては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １５年～５０年

機械装置 　３年～　８年

工具器具備品 　４年～２０年

②　無形固定資産

定額法を採用しております。

ソフトウェア 　５年

（２）重要な引当金の計上基準

①　賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

②　退職給付引当金

退職一時金について当期末要支給額を計上しております。

（３）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価方法及び評価基準

その他有価証券

時価のないもの

投資事業組合の直近の期末財務諸表に基づき当機構の持分割合に応じて純額方式により

計上しております。



（４）消費税等の会計処理

独立行政法人の消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。

特定関連会社の消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっております。

５．会計方針の変更

（特定関連会社）

特定関連会社においては、当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１５年１０月３１日　企業会計基準適用指

針」（企業会計基準委員会　平成１５年１０月３１日　企業会計基準適用指針第６号）を適用しており

ます。

これにより税金等調整前当期純損失は、６億６千１百万円増加しております。

なお、減損損失額については、各資産の金額から直接控除しております。

Ⅱ．連結損益計算書注記

＊１．その他業務費のうち主要な費目及び金額

賃借料 16,715,918 円
委託料 11,412,852 円
修繕費 8,330,257 円

＊２．一般管理費　人件費の内訳

役員報酬　　　　　　　　　 38,136,541 円
給与　　　　　　　　　　 15,211,989 円
共済掛金　　　　　　　　　　 137,144 円
法定福利費 5,743,765 円
その他の人件費　　　　　　　 139,190 円

＊３．その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額

委託料 4,034,646 円
公租公課 13,154,645 円
雑費 6,051,877 円
減価償却費 3,848,416 円

（特定関連会社）

減損損失

当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用　　途 種　　類 減損損失

神奈川県横浜市神奈川区 本社、賃貸用不動産建物及び附属設備等 289,624 千円
神奈川県横浜市神奈川区 電子計測器等 機械装置・ｿﾌﾄｳｪｱ 332,028 千円
神奈川県横浜市神奈川区 研究開発用機器等 機械装置・ｿﾌﾄｳｪｱ等 33,244 千円
神奈川県横浜市神奈川区 電波暗室設備等 機械装置 6,775 千円
当社は、資産のグルーピングに際し、主に管理会計上の区分をキャッシュフローを生み出す最小の単

位として捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用しており、計測機器事業、研究開発事業、

電波暗室事業の事業別にグルーピングをしており、本社建物の全事業資産は共有資産としております。

場　　所



建物及び附属設備については不動産価額の下落が著しく、賃貸用機械装置等については賃借料の下落

が著しく、減損の兆候が認められたため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額である

減損損失（ 661,673千円）を特別損失として計上しております。

本社、賃貸用不動産として使用している建物及び附属設備については、正味売却価額により測定して

おり、不動産鑑定士により入手した鑑定評価額を基に算定しております。賃貸用機械装置等の回収可能

価額については、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを２％で割り引いて算定して

おります。

Ⅲ．連結キャッシュ・フロー計算書注記

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金　　　 1,324,633,121 円
定期預金　　　 △ 605,000,000 円
資金期末残高 719,633,121 円

Ⅳ．有価証券注記

時価評価されていない有価証券

（１）その他有価証券

内容 貸借対照表計上額

その他 635,308,011 円
合　　計 635,308,011 円

（２）関係会社株式

関係会社株式で時価のあるものは、ありません。

Ⅴ．重要な債務負担行為

当該事項はありません。

Ⅵ．重要な後発事項

当該事項はありません。


